
   
 
 

２００５年１０月２０日 
報道関係各位 

全日本空輸株式会社 
日 本 郵 政 公 社 

 

国際物流分野における戦略的提携に関する合意について 

 
全日本空輸株式会社（本社：東京都港区、社長：山元峯生、以下「ＡＮＡ」という）お

よび日本郵政公社（本社：東京都千代田区、総裁：生田正治、以下「郵政公社」とい

う）は、両社が国際物流の分野において戦略的提携を行っていくことで合意しました。 

郵政民営化法成立により国際物流事業への進出が認められる２００６年４月以降、 
郵政公社は、国際物流事業への本格的展開を図ります。また、ＡＮＡは、貨物専用機

の追加導入を含めた航空貨物事業の拡大に本格的に着手しております。 

両社の戦略的提携によって高品質のサービスを提供することにより、日本を含むア

ジアをはじめとして、両社一体となって「世界規模の国際インテグレーター（総合物流

事業者）」を目指す第一歩とします。 
 

≪提携の概要≫ 

１） 両社は、共同で、成長著しいアジア市場を中心に、２００６年４月を目処に、高
品質で競争力のある国際エクスプレス（国際急送便）サービスの開発・提供を

行い、さらに今後、そのネットワークの世界規模での拡大を目指します。 

２） このため、両社は共同で貨物機運航会社を設立し、両社一体となって国際航
空貨物運送事業を展開します。 
＊ 郵政公社が国際貨物運送事業への出資が可能となる２００６年４月以降

に設立する。 

３） 両社は、国際郵便事業においても、従来以上に、その競争力強化のための協
力関係を強化していきます。 

４） 両社は、将来的に国際的なロジスティックス（戦略物流）事業等においても、そ
の協力関係を拡大していきます。 

 
以 上 

全日本空輸株式会社・日本郵政公社 
共同リリース 

連絡先：ＡＮＡ広報室 ０３－６７３５－１１１１ 郵政公社広報部門広報部 ０３－３５０４－４１６２ 



 

□ 設立予定の貨物運航会社の概要 

• 商 号 ： 未定 

• 代 表 者 ： ＡＮＡから派遣予定 

• 設立予定日 ： ２００６年４月予定 

• 営業開始日 ： ２００６年度上期予定 

• 資 本 金 ： 未定 

• 出 資 比 率 ： ＡＮＡ２／３、郵政公社１／３程度を予定 

• 主な事業内容 ： ①国際貨物定期便航空運送事業 

   ②国際貨物不定期便航空運送事業 等 

 



≪参考資料≫ 
 
■ ＡＮＡについて 

• 名 称 ： 全日本空輸株式会社 

• 代 表 者 ： 代表取締役社長 山元
やまもと

 峯生
みねお

 

• 設 立 ： １９５２年（昭和２７年）１２月２７日 
• 資 本 金 ： １，１１５億円 
• 従 業 員 数 ： １２,０９１人（２００５年３月３１日現在） 
• 主な事業内容 ： ①定期航空運送事業 

 ②不定期航空運送事業 
 ③航空機使用事業 
 ④その他附帯事業 

• 保有機材数 ： 旅客機 １８８機 
貨物機   １機 

• 国際線便数 ： ３５路線週４８８便（２００５年３月３１日現在） 
 
■ 郵政公社について 

• 名 称 ： 日本郵政公社 

• 代 表 者 ： 総裁執行役員 生田
いくた

 正治
まさはる

 

• 設 立 ： ２００３年（平成１５年）４月１日  
• 資 本 金 ：  １兆２，６８８億円   
• 職 員 数 ：  ２６１，９３７人（２００５年３月３１日現在） 
• 主な事業内容 ： ①郵便 

   ②郵便貯金 
   ③簡易生命保険 

• 郵 便 局 数 ： ２４，６７８局（２００５年３月３１日現在） 
• Ｅ Ｍ Ｓ 物 数 ： （外国宛） ９，３５５千個（２００４年度） 

   （日本宛） ５，５０６千個（２００４年度） 


